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概 要 
 
かつてピーター・ドラッカーは起業家精神が最も活性化している国として韓国を選んだことがある。朝鮮戦争
後、韓国は何もない廃墟から企業とともにいくつかの分野では世界のリーダーになるほど急成長を成し遂げた。
しかし、今は企業が社会から正当性を得られず国民から信頼を失ってしまい、反企業的感情(Anti-corporate 
sentiment)が高まっている。国際比較研究よると調査した国の中、韓国は最も企業が信頼されず、また他の研究
では他の国と比べて起業家への好感度がかなり低くて反感は強い国であることが証明された。 
韓国が他の国と比べて反企業的感情が強く現れる原因としてはまず企業側の倫理的問題から考えらえる。2016
年世界経済フォーラム(WEF)の 2016 年の調査で韓国の企業倫理評価は 137 ヵ国の中、98 位を記録した。企業に
よる違法、便法、脱税、パワーハラスメントそれから政経癒着などの不正的行為を起こして国民に不信感を与え、
原因を提供したともいえる。 
ピーナッツリターン事件また崔順実ゲートによるサムスン副会長の逮捕は国際的に話題になった。実はその他
にも数多くのオーナー経営者やオーナー一族による不祥事問題が相次いだ。本論文では 2010 年以降の主なオー
ナー経営者及びオーナー一族による不祥事問題を通して反企業的感情が高まった経緯と企業の正当性や社会的責
任の観点から韓国企業を診断及び企業の役割を再検討した。 
韓国内で反企業的感情が高まり、現政府は国民の声に応じて循環出資規制、最低賃金上げ、法人税上げなどの
規制で企業を圧迫し、また同族経営より専門経営者体制への導入を積極的に勧告している。しかし、政府の圧迫
で企業のリソースが有効的に回ることにより、自分たちの利権を守るために使う可能性も高い。また専門経営者
は代理人(Agent)として最も専門性の高い人が雇われる可能性が高いが、長期的な観点からみると同族ほど経営
に専念するとは限らないだろうし、官僚化されやすくて短期的経営に落ちやすくなる。起業家精神を持ち、リス
クを負って挑戦すべき状況でも意思決定を回避し、短期的な利益を追求してしまって長期的には企業に悪影響を
可能性も高いのである。当然ながら韓国経済を主導したのは同族経営であり、彼らが揺れてしまうと韓国経済全
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体が揺れる可能性は非常に高いのである。 
政府の役割は経済が正しい方向に行けるように環境を整えることである。今は韓国に必要なのでは政府の規制
ではなく、は大企業が社会の中で正しく機能するため、正当な事業承継が行われるような制度を整えるとともに
新しい企業が登場できる環境を整える必要がある。 
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第一章 はじめに 
世の中には数多くの企業が生まれたり、消えたりする。韓国統計庁の企業生滅統計資料に
よると 2015 年に誕生した新設法人が 842,789 である。その反面 776,516 の企業は姿を消した。
また 2013 年からは初めて実際活動をしている企業数が減少し、既存企業の消滅率は高まっ
ている。企業は単なる個人の利益を得るための媒体ではなく、社会の中で一種の社会的制度
である。企業は一つの社会制度として将来にわたって事業を継続または存続させることが前
提であり、だからゴーイング・コンサーン（Going Concern）ともいえる。ゴーイング・コ
ンサーンは継続企業という意味であり、企業は当然ながら市場の中で生き残るためには絶え
ず悩まなければならない。企業は社会的環境の中で存在している。社会的環境とは企業が他
の大衆及び組織とお互い影響を与え合う関係を通じて構成される(Emerson, 1962)。企業は
自分が属した社会的環境から企業の存在と活動の正当性と必要性に対して認められなければ
ならないし、自分の存在と活動の理由を提示しなければ生存できない(Hearit, 1995)。この
ように企業はいつも自分の存在意義を社会から問われるわけであり、大衆から認められない
と企業活動は難しくなる当然なことである。現在においてこのような外部環境が企業活動に
おいて大きなリスクにもなっている。近年において韓国で高まっている反企業的感情(Anti-
corporate sentiment)も同じ問題であろう。例えば最近話題になっているサムスン電子の副
会長の実刑も無関係ではない。8 月 7 日に事実上サムスングループのトップである李在鎔
(イ・ジェヨン)副会長に特別検察チームは崔順実ゲート事件から発覚された賄賂供与と特定
経済犯罪加重処罰法上の横領および財産国外逃避、犯罪収益隠匿規制および処罰法違反、国
会での偽証など、五つの容疑で 12 年を求刑した。それから 8 月 25 日はこの五つの容疑に対
してすべて有罪が宣告されて懲役 5 年の実刑判決が下された。現在は控訴中である。まだ結
果が出てない訴訟ではあるが、12 年という求刑は国民の感情を考慮してなくては下されな
い数字である。“法界では李副会長に適用される容疑が多い中、李副会長が犯行を否定して
いるので情状酌量の余地がなく、重刑が不可避という意見が多い。しかしこの事件の最も根
幹にあると思われる賄賂罪の代わりに財産国外逃避を立たせて刑期の基準を上げたことは不
適切である指摘も出ている。有罪という結論ありきで無理やり論理を合わせて行ったような
感じすらするという声も出ている。”また米国や日本などの主要な海外メディアも李副会長
が 1 審で懲役 5 年が宣告されたことに対して反財閥世論を意識した判決だとコメントした。
ブルームバーグ TV は“特別検察の運営はめちゃくちゃで決定的な証拠(Smoking Gun)もな
かった”と指摘し、日本経済新聞も“判決は貧富の差を生む財閥を嫌う世論を意識した面も
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否定できない” と述べた。まだ最終判決も出てないし、本論文で李副会長の宣告における
法理を述べるつもりはない。しかし韓国では「実定法の上に国民情勢法がある」という言葉
がある。つまり判決には憲法の上に国民の世論があるということを意味する。現在サムスン
は韓国社会において企業活動の正当性を得られず、その存在意義すら問われる状況になった。
まだサムスンが売上規模も利益規模も極めて大きいので経済的意義があることは言うまでの
ないが、それにしてもサムスンの総帥が逮捕される局面を迎えたので経済的意義以上の正当
性を持たなければならない。この問題はサムスンだけではなく韓国の企業なら今後存続のた
めには一緒に考えなければならない課題である。今は企業に対する国民の感情はかなり悪化
し、企業はもはや反企業的感情に対応しなければならなくなってしまったのである。 
本論文では長い間続いている韓国における反企業的感情を分析し、近年における反企業的
感情の悪化のトリガーになったオーナー経営者の不祥事問題と関係づけて考察していきたい。
大韓航空のナッツ・リターン事件は有名な話であるが、それは氷山の一角である。もちろん
メディアが取り上げすぎていることはあるが、それにしてももはや企業は無視することはで
きないだろう。そういった一連の問題を通して反企業的感情を企業の正当性と社会的責任の
観点から韓国企業を診断または企業の役割を再検討し、最後に倫理意識の欠如を起業家精神
につなげていきたい。 
1996 年にピーター・ドラッカーは起業家精神が最も活性化している国として韓国を選ん
だことがある。実はドラッカーはその 42 年前、1954 年にアイゼンハワー大統領の顧問とし
て来韓したことがあって、その時産業なんかまったくなかった国が今は多くの分野で世界レ
ベルになり、造船などのいくつか分野ではリーダーになっていることに対して驚いたとドラ
ッカーは語った。つまり韓国は何もない廃墟から企業とともに発展してきた。それなのに今
企業は嫌われる存在になってしまった。 
 
第 2章 反企業的感情 
反企業的感情（韓国では反企業情緒）は経済関係の報道で頻繁に使われる用語である。韓
国は急速な経済成長の裏面に現れた政経癒着、企業の脱税行為、一族経営などにより反企業
的感情が特に高いと知られている。(Hwang, I.H. & Song, Y.J., 2013; Yoon, Y. & Choi, J.H., 
2015) 反企業的感情という用語は NAVER ニュース検索基準で 2016 年は 904 件、2017 年
（9 月まで）は 1587 件がニュースとして取り上げられるほど全国民が注目する話題である。
今はこのように韓国社会において普通に使われている反企業的感情という言葉が台頭したの
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は 2001 年である。グローバルコンサルティング企業であるアクセンチュアが 22 ヵ国の
CEO を対象に行った調査で企業に対して不正的認識を感じていると最も多く答えたのが韓
国だった。それをきっかけに韓国社会で反企業的感情が知られるようになった。アクセンチ
ュアの調査結果は韓国社会において反企業的感情に対する持続的な関心と研究のトリガーに
もなったと言える。例えば大韓商工会議所と現代経済研究院は 2003 年から 2014 年下半期ま
で企業好感指数(CFI: Corporate Favorite Index)を発表してきた。2011 年から落ち続き、
2014 年下半期は 2005 年上半期以降、最も低い数値だった。2015 年から調査を中止したこと
は推定に過ぎないが、指数が悪くて大韓商工会議所としても発表することが難しかったと考
えられる。それから反企業的感情をテーマにした学術論文も一切なかったが、2001 年以降
相次いで発表されている。まず本論文ではますます今日高まっている反企業的感情について
韓国における概念的な定義と反企業的感情の原因それから国家間の比較研究などを中心に先
行研究の分析を行いたい。また韓国経済における企業、特に大企業の役割やポジションも分
析し、企業の正当性や大企業が韓国社会に与えた悪影響を考察して反企業的感情の原因につ
なげたい。 
 
第一節 韓国に社会における反企業的感情 
第一項 韓国における反企業的感情の定義 
先述したように韓国における反企業的感情とはメディアによく使われる用語として企業に
対する反感を意味するものである。基本的に反企業的感情は韓国で強く現れる経済観でもあ
り、長年にわたって続いている意見が多い。また反企業的感情が大企業やオーナー経営者及
び経営に携わっているオーナー一族に対する反感としてとらえる場合が多い。Yoon, Y. & 
Choi, J.H.(2009)は「個人が企業に対して全般的に持っている不正的な認識」として定義し
ているが、他の学者たちは反企業的感情の対象は中小企業より財閥を含めた大企業であると
主張している。Lee, S.(2005)は反企業的感情がすべての企業に対する不正的な感情ではなく、
財閥や大企業に対する感情であり、反大企業的感情だと定義した。韓国開発研究院(KDI, 
2007)が 2,611 名に対象に行った反企業的感情の実態を把握するための調査研究を通じて反
企業的感情は一般企業より「財閥、財閥の総帥、国営企業及び金持ちに対する反感」として
定義しながら企業全体に対する感情ではないことを明らかにした。このように反企業的感情
を大企業に限定して定義しようとする大きな理由は企業の違反、脱税行為、不道徳的な経営、
政経癒着と腐敗した経営活動が大企業中心に現れたからである。Choi, J.H.(2011)は「個人
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が大企業に対して持っている不正的な認識、感情、行動傾向性」として定義をしている。そ
の他には企業への好感度を通して企業に対する感情を理解しようとする試みもあった。それ
が先ほど少し述べた大韓商工会議所と現代経済研究院は 2003 年から 2014 年下半期まで発表
してきた企業好感指数である。 
その中、2017 年の韓国経済新聞が 1039 名に対して行った世論調査の結果を見ると最近反
企業的感情が誰を対象に捉えられているのかが良く分かる。反企業的感情の言葉の中で企業
を意味する対象を聞く質問に対して大企業が 39.59％で最も高かった。財閥と総帥は 26.34％
で 2位、全ての企業が 14.33％、中小企業が 10.79％、経営陣が 8.95％の順だった。韓国開発
研究院(KDI, 2007)が反企業的感情の実態を把握するための調査研究では財閥の総帥の好感
度が最も低くて大企業がその次であった。また韓国経済研究院が発表した国民認識調査報告
書でも大企業の好感度(65％)が財閥(32％)より高かったことに対して韓国経済新聞の結果は
それをひっくり返した。 
ただここで少し大企業の定義をしておく必要がある。韓国「中小企業基本法」では業種別
で勤労者の数や売上高の上限を超える場合に大企業として分類されており、また業種の関係
なく勤労者が 1000 以上、資産総額が 5000 億ウォン以上、自己資本が 1000 億ウォン以上、3
年間平均売上高が 1500 億ウォン以上の基準に該当されると大企業として分類する。しかし
通常大企業及び大企業グループと言えば経済検察である公正委員会が指定した国内 30 大グ
ループを意味する。つまり国内グループとして公正委員会から相互出資が制限された総資産
1 位から 30 位に該当するグループとその子会社を意味することである。換言すれば法律上
の大企業は中小企業に該当しない企業を意味して中堅企業も大企業に含まれているため、ち
ゃんと使い分けがされておらず混沌されることも多い。また財閥家やオーナー経営者を含め
た規模が大きい同族経営と大企業を同一視する傾向もあって、企業を見る際に色々なフィル
ターがかかって不透明である。オーナー経営者や一族の不祥事に対して政府が企業に規制で
圧迫する行為や財閥の総帥を靑瓦臺に呼んで寄付を要求した行為もオーナー一族と大企業を
同一視の傾向を表す事例である。2017 年大統領選挙に出馬した安哲秀氏“企業とオーナー
を同一視する思考から脱皮しなければならない。大企業は大韓民国の資産であり、オーナー
一族の資産ではない”と語った。韓国において企業がオーナー一族と同一視されるので会社
の財が私財として見える錯視現象も起こるのである。換言すれば一般的に使われる大企業は
法律上の定義ではなくて国民が認識するほどの企業であり、使い方によっては大企業とオー
ナー一族を同一視する傾向もある。 
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以上の定義もみてみると反企業的感情は概して大企業や財閥を対象にする反感としてとら
えることが多いがまだその対象も明確に定義されていないこともあるだろうし、どのような
企業の行為に対して反感を持っているかはまだ説明せずただ不正行為として定義することが
多くて漠然とした反感として捉えることが多いのである。 
 
第二項 反企業的感情の概念に関する実証研究 
反企業的感情はその語源から二つのアプローチすることができる。一つは反企業的感情が
内包している「感情」に焦点を合わせて心理的にアプローチする方法ともう一つは反企業的
感情を一つの認識として判断してアプローチする方法である。心理的アプローチすなわち感
情心理学でいう感情とは認識 (Cognition)、気持ち (Feeling)、行動傾向 (Behavioral 
tendency)など多様な要素により総合的に構成されるため(Plutchik, 1982)、反企業的感情も
総合的な要素を考慮しなければならない視点から始まる。Choi, J.H.(2011)はこのような感
情構成要素を反企業的感情に置換して研究した。その結果、韓国において反企業的感情は反
企業的認識、反企業的気持ち、反企業的行動傾向性で構成されていることが確認でき、感情
心理学でいう感情の構造と一致できたと主張した。つまり政経癒着、脱税、株価操作などの
ような大企業の不正的な行為が刺激的に作用され、そのため大衆は大企業を不正的に認識し、
このような認識が不正的な気持ちと行動傾向に繋がることが反企業的感情に対する感情心理
学的アプローチだと言う(Choi, J.H. 2010; 2011)。他のアプローチは反企業的感情を認識と
して捉えることである。反企業的感情はメディアと企業が先に使った言葉であり、認識と感
情を明確に区分して作られた概念よりは企業に対する漠然とした不正的な知覚を通称する言
葉として使用されてきた可能性がもっと高い。つまり反企業的感情という言葉を活かし、こ
れを企業全般に対する大衆の認識または知覚として概念化しつつ、認知的な側面からアプロ
ーチしたのである(Yoon, Y., 2014; Yoon, Y. & Choi, Y. J.; Hwang, I.H., 2015)。Hwang, 
I.H.(2015)は反企業的感情が個人の理念と関係なく、企業の本質や市場に対する理解と知識
などにより影響を受けるため、理念や感性よりも知識と情報の問題でアプローチした方が効
果的だと主張した。Kim, S. & Lee, M.J (2014)も同じく反企業的感情は個人が感じる感情の
問題としてアプローチするよりもはや社会的事実(Social fact)として存在する一つの現象だ
と指摘した。また反企業的感情に対する国家間の研究もこのような認識調査を中心に行って
きた。従って本論文も反企業的感情は「個人が企業に対して全般に持っている不正的な認識
であり企業に対する不正的なイメージで企業が絡まれた事件により触発して表れる感情であ
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る。」という定義を取り入れたい。 
 
第二節 反企業的感情の原因 
まず反企業的感情の原因を述べる前に財閥家やその他の同族経営を含めた企業側が違法、
便法、脱税、パワーハラスメントそれから政経癒着などの不正的行為を起こして国民に不信
感を与え、原因を提供したことは前提として言っておきたい。世界経済フォーラム(WEF)
の‘企業倫理評価(Corporate ethics)’のランキングで 2016 年 137 ヵ国の中で韓国は 98 位
だった。2009 年 28 位から 2011 年 58 位、2013 年 79 位、2015 年 95 位で評価する度に下が
った。また大韓航空ナッツ・リターンや崔順実ゲート事件によるサムスン問題など財閥家や
同族経営の問題が韓国国民からかなり反感を買ってしまったことは言うまでもない。不道徳
行為はもちろん財閥及び大企業の正当性における重要な理論であったトリクルダウン効果に
対しても経済不況や失業問題で疑問が発生した。換言すれば大企業の正当性が疑われること
とともに反感を企業自ら提供してしまったのであろう。それに関しては後程不祥事の事例と
ともに述べたいと思う。 
韓国において反企業的感情が高く観察される原因を説明するために論文でよく取り上げら
れるのは韓国における近現代化過程である。市場経済の歴史が短くて成長中心の経営に没頭
したため、企業が倫理意識を基盤とした経営哲学を樹立できなかった(Yoon, Y. & Choi, Y. J., 
2015) 。この過程で生じた政経癒着と経営権の世襲、財閥の存在なども韓国国民の反企業的
感情を高めたと考えられる(Kim, S.H., 2005; Lee, S., 2005; Shin, C., 2004)。一方では自由市
場経済に対する態度も反企業的感情の原因として挙げられることがある。自由市場経済とは
市場のメカニズムにより資源を効率的に分配し、活用できるシステムではなく、富の格差を
広めるだけの間違った経済構造として思われる(Kim. S.H., 2005)。自由経済市場で利益を作
る企業は彼ら正しく法人税を払ったとしても市場価格が決定される構造が不公平で、利益の
蓄積過程が倫理的ではないため、企業が利益の一部を社会に還元することは当たり前だと思
われる。2017 年に韓国経済新聞が反企業的感情について行った世論調査の結果をみるとそ
の意識が強くなったことが分かる。企業の存在目的についての質問に対して利益創出と答え
たのは 20.47％で最下位だった。その他は雇用創出(32.78％)、国家競争力強化(24.03％)、社
会還元(22.73％)の順だった。しかも企業の利益を誰に還元すべきという質問に対しては一
般大衆/社会還元が答えたのが 50.20％であり、従業員が 35.56％だった。それに比べて株主
9.46％に過ぎなかった。それから反企業的感情を持っていると答えた人の半分ほどが倫理経
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営の不足(50.71％)を原因として選んだ。その他は投資/雇用創出の不足(21.79％)、社会的責
任の不足(20.38％)、製品の革新/創意性の不足(3.95％)の順だった。つまり企業の役割がそ
もそも雇用を含めた社会のためであり、それが存在意義と考える人が多いのである。また存
在目的が利益創出より社会還元が上回ることをみると韓国社会は全体とは言えないが多くの
国民が市場経済を不公平であると認識している可能性が高いとも言える。当然ながら不公平
だと考えられるシステム中で富を蓄積する企業に対して好感を持つわけがないだろう。 
しかしこのような先行研究で現れた反企業的感情が韓国特有のものかについてはより議論
が必要である。かつてアダム・スミス(Adam Smith)も株主は有限責任(limited liability)で
あるために会社から受け取る配当金しか考えないということで株式会社に対して批評した。
またオリバー・ウィリアムソン(Oliver Williamson)は完全合理的に効用を最大化する人間、
その仮定の基で作られた新古典派経済学の完全競争モデルに硬直した経済学者たちの企業規
制についての考え方を敵対的伝統(Inhospitality tradition)だと語った。ジョン・ケネス・ガ
ルブレイスは大企業の経済的、政治的、社会的影響力に対して警戒とともに反感を表明しな
がら大企業は社会的統制が必要だと主張した。そのように経済史及び経済理論でも企業の問
題を恐れる考え方はあったし、反企業的感情が韓国に限定して考えることは難しいのであろ
う。 
米国では 2000 年代エンロン社とワールドコムなど不正会計問題をきっかけに大手企業の
倫理意識に対する論争が行った。米国の経済学者エヴァン・オズボーン(Osborne, 2007)は
米国の反企業的感情を反企業的運動(Anti-corporatism)と名付け、企業が社会の秩序を壊し、
無責任な消費を促して終局では民主主義の破壊まで起こすかもしれないと語った。ウォール
街占拠運動の中心人物で、私たちは 99％だというフレーズを作ったデヴィッド・グレーバ
ーは経済危機を起こした主犯である金融企業は公的資金で助けられ大企業は債務免除される
一方で大衆は負債を負った労働者に落ちてしまい、また規制緩和は 1％の人たちがやりたい
形で規制構造を変えるだけでそれによって少数の巨大企業は市場を完璧に掌握したと徹底的
に批判した。彼らの主張は多少極端かもしれないが、このような動きがあることは米国でも
企業対する反感は存在することを表す。 
日本でも朝日・読売・毎日・日経 4 紙で企業の「不祥事」という言葉の記事検索を行う
と、1970 年代年間、4 紙合計で十数件だったものが、1991 年を境に急増し、2000 年代に
は 1 万件以上を超えるようになっている。（駒橋, 2007）、一件の“不祥事”に対する報
道の件数も増えている。例として、1985 年、1995 年、2005 年と 10 年毎に比較する。1985
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年には、一件の不祥事事件に対してほぼ 1 回の報道で、不祥事の事件数と報道記事件数はほ
ぼ一致しているのに対し、1995 年、2005 年は平均 2 件以上になっている。これは、80 年代、
90 年代、2000 年代の全てを分析しても、同様の結果を得た。ここから、全体の傾向として、
一事件（事案）当たりの記事の報道数量の増加が伺える。報道される不祥事の事件（事案）
の数が増えただけではなく、一事件（事案）当たりの報道量が増えたのである。これにより、
当事者である企業などの名前と姿勢がくり返し報道され、不祥事報道は大きな影響力を持つ
ようになった。(村上, 2010)つまり、企業に対する不正的な認識や評価は韓国だけの現象よ
りは程度の差があるだけで他の国で観察される現象という意見も提示されているからであろ
う(Hwang. I.H, 2015)。 
 
第三節 反企業的感情の国家間の比較研究  
先述したように反企業的感情という概念は韓国特有のものだと思うには多少無理がある。
ここではこれまで行われた反企業的感情における国際比較研究を分析し、韓国社会が特徴を
調べていきたい。韓国内での反企業感情が本格的に議論されたのは先述した通りアクセンチ
ュアが行った調査からである。アクセンチュアの調査は世界 22 ヵ国の 880 社の CEO を対
象に企業に対する敵対的及び不正的認識に対する調査であった。質問は“企業家に対する不
正的な認識があるのか”ということである。この質問に対して“そうである”と応答した比
率をみると韓国が 70％で最も高かった。イギリス(68％)、アルゼンチン(55％)、フランス
(53％)などが続いた。逆にオランダ(13％)と台湾(18％)、アメリカ(23％)、マレーシア
(23％)、シンガポール(28％)などは比率が低い国として調査された。しかし、アクセンチュ
アが行った調査は大衆を対象に行った調査ではなく CEO の認識を調査したことであるため、
国民の認識として置き換えることは当然無理だろうし、調査年度が多少古い。ただアクセン
チュアの調査が韓国社会に反企業的感情という話題のトリガーになったことは確かであり、
それに意義がある。 
その後の調査も見てみると 2012 年欧州委員会(EC)が 27 ヵ国の加盟国及び主要国を対象
として起業家に対する好感度を調査したことがある(図表１)。まず起業家に対する好意は
34％で日本(27％)、中国(28％)より高いが EU の加盟国の平均(53％)、米国(60％)よりかな
り低い水準である。反企業的感情にとっては好意より反感が重要であるが、韓国の起業家に
対する反感(Unfavorable)をみてみると 17％であってブルガリア(18％)を除けば最も高い水
準である。EU の加盟国(7％)、それから日本(6％)や中国(7％)に比べて 2.5 倍ほど高い水準
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である。日本と中国とは韓国より好意は低いが反感も低いので韓国よりは企業に対する認識
が中立的であると考えられる。いわゆる好きでも嫌いでもない状態である。それに比べて韓
国は反感の方に傾いているのは確かであろう。Kim, Y.Y.(2009)は日中韓の国民を対象に行
った企業認識調査をもとに韓国が企業に対する不正的な認識が高いと主張したこともある。 
 
図表１： 起業家に対する好感度調査 
 
出所： 2012 Entrepreneurship in the EU and beyond 
 
また 2013 年 GlobeScan の 23 ヵ国に対して行った大企業に対する信頼度調査の結果、韓
国は調査国家の中、最下位であり大企業に対する不信感が継続されていることが分かった。
これに対してインドネシア(82％)、中国(76％)、インド(75％)、パキスタン(62％)などアジ
アで新しく浮上している国とケニア(78％)、ガーナ(77％)、ナイジェリア(69％)など海外の
投資と支援が急激に増加しているアフリカの途上国は親企業的感情が強いのである。またい
わゆる経済的先進国である OECD の中ではカナダ(73％)、豪州(72％)、ドイツ(64％)、イ
ギリス(59％)も企業に対して好意的な認識をしており、調査の時に経済的の不況が続いてい
た米国(54％)、ポーランド(53％)、フランス(52％)などでも企業に対して過半を超えるほど
の信頼度を見せている。しかしその時経済危機に直撃されたスペイン(44％)、ギリシャ
13 
 
(38％)と中南米の OECD 国家であるチリ(49％)、メキシコ(43％)と新興国として浮上した
が低成長期に落ちたロシア(44％)などでは大企業に対する信頼度が過半に至らなかった。換
言すれば一度国家の経済が軌道に乗り、その後、経済的危機を経験したことがあるもしくは
経験中の国は当然ながら企業に対する反感が高いのであり、現在経済発展を望む国の場合、
企業に対する好意が高かった。 
 
図表２：2013大企業信頼度 
 
出所：GlobeScan·韓国東アジア研究院、韓国社会的企業研究所(RADAR, 2013) 
 
それから韓国と米国との反企業的感情程度、正当性理論と責任性認識などに関する実験研
究(Yoon, Y. & Koo, Y.H., 2016)によると不祥事が発生した場合、大衆の反応は韓国と米国は
部分的に異なることが確認できた。まず韓国の大衆は事件の主体が企業(大企業及び中小企
業)の場合、個人と比べてもっと高い水準の反事実的思考を表した。その反面、米国では事
件の主体が誰なのかは反事実的思考に影響を与えなかった。また韓国では不祥事の主体が企
業なのか、個人なのかによって不当だと感じる程度が有意味な差異が現れた。米国の場合は
企業と個人の差異は現れなかった。つまり韓国は大衆が事件の内容より誰がその事件をもた
らしたのかがより重要とされることが分かる。これは不祥事が発生した際に、その原因が何
かよりは誰がやったのかの方に興味を持つ韓国社会の特性(Choi, S.J., 2006)とも関係がある。 
このような国家間の比較は CEO 側の認識も大衆からの認識も調査が行い、広い意味では
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反企業的感情としてとらえることが可能だと考えられる。もちろん国によって状況が異なる
し、反企業的感情の定義が違うのである。そのため先ほどの調査指標が反企業的感情の指標
としては様々な議論の余地は残っているが、それにしてもこれまでの調査結果を通してどれ
ほど個人が企業に対するイメージが不正的であるのかは充分に確認できた。つまり以上の調
査からみると韓国は他の国と比べて企業に対する不正的なイメージが強くてそれが長年続い
ていることは確かである。そういった長く続いている不正的なイメージが反企業的感情とい
う形として現れたことは近年に続々と発生しているオーナー一経営者及びオーナー一族によ
る不祥事問題と無関係ではないだろう。 
 
第四節 韓国社会における企業の役割と正当性問題 
反企業的感情は韓国特有なものでないが、韓国で強く現れることが現実である。先述した
ように韓国における反企業的感情の原因の一つとして挙げられるのが近現代過程である。特
に朝鮮戦争後の企業の役割とともに企業の正当性問題は反企業的感情にかなり影響を与えた。
この 60 年間主要な歴史的、政治的な局面があるたびに企業活動の正当性に対する評価と論
議が反復的に提議されてきた(Seo, J.J., 1991; Kim, D.H & Kim, K., 1999; Kim, Y.T., 2012)。こ
のような評価は企業に対する政府の支援を正当化する根拠にもなったが、企業の改革と規制
の必要性と反企業的感情を高める原因にもなった。企業に対する評価の内容は時期によって
変わってきたが、評価の中心は企業家の過去の業績に対する評価、現在の存在意義、未来の
役割として分けて考えられる。一つ目、政権が代わるたびに大企業は過去の行跡に関して評
価された。まず 1960 年 4.19 革命以降、主要な大資本家と企業は不正蓄財疑惑で世論と政治
権力から叩かれた(Seo, J.J., 1991; Hong, D.R., 1996)。企業家の企業形成及び成長過程に対し
ての評価は軍事政権の集権初期から再現された。1961 年 5.16 クーデターで集権した軍部は
主要な企業家たちを不正蓄財疑惑で逮捕し、1980 年の新軍部もやはり財閥企業家を朴正煕
政権と結託し、不正蓄財したと極印を押した。政権交代期に行われる不正蓄財者及び企業家
に対する処分は企業家が不正蓄財者あるいは政経癒着のようなイメージを持ってしまうきっ
かけとして重要な役割をした(Seo, J.J., 1991)。1993 年以降軍事政権が退場した後も大企業と
財閥に対して不正的な評価は反復された。金泳三政府は大企業が軍事政権と政経癒着で成長
したと判断し、財閥改革を重要な政策を課題として取り組んだ(Kim. Y.T, 2012)。金大中政
府は大企業を IMF 経済危機の主犯としてみなし、経済危機の克服のために財閥の解体を主
張した(Gong. J.W, 1998; Kim. E.M & Jang. D.J & Granovetter, 2005)。二つ目、歴史の局面ご
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とに大企業あるいは財閥の現在的役割について論議が行われた。1960～80 年代、国家主導
の産業及び経済開発時期においては企業の活動と影響力が政府の支配と統制下におかれてい
た。しかし、1980 年代後半韓国の大企業と財閥の影響力は政府を圧倒する水準に至った
(Song. W.G & Lee. S.H, 2005; Yoon. S.W, 2005; Choi. J.J, 2010)。盧泰愚政府時代、大企業は
金融実名制、金産分離、財閥所有の不動産売却などの自分たちの利害と衝突する政策に対し
て強く抵抗した(Lee. J.K, 1995)。 金泳三政府は韓国経済の国際競争力強化と世界化におい
て大企業は邪魔だと考えた。1997 年の経済危機をきっかけに財閥は韓国経済と韓国人の生
存を脅かす危機の主犯として思われた(Kim. E.M & Jang. D.J & Granovetter, 2005)。三つ目、
60 年間韓国経済において大企業の今後の適切な役割は何なのかという議論も続いてきた。
大企業の時代的役割に対する議論は大企業が韓国社会におけるポジションと勢力の変化によ
って異なってきた。1960～80 年代には政府が企業を統制及び管理する国家主導の時代だっ
た(Yoon. S.W, 2005)。しかし、国家主導的な時代でも大企業は主な政権交代が行うたびに
国家主導から民間主導の経済への転換を図り、大企業が韓国経済を占める比率の増大に対す
る正当性を主張した。民間主導的経済成長と大企業の市場支配力の強化に対する主張は
1963 年民政移行期、1971 年大統領選挙、1980 年 5 共和国の政権交代、1988 年政権交代など
の際に反復的に登場した(Seo. J.J, 1991)。政権の力が弱まったり、政権が変わったりするた
びに大企業は国家の経済統制と国家所有の企業の比重を下げ、民間が経済全体に占める比重
を上げないと韓国経済が発展できないと主張した。金泳三政府や金大中政府の財閥改革はむ
しろ大企業への経済力集中と支配が強化される結果を招いた(Kim. E.M & Jang. D.J & 
Granovetter, 2005)。盧武鉉政府に入って財閥が優位になる体制を強固し、ついに財閥は国
家と政府の機能と役割、政策の方向を提供する段階まで至った(Choi. J.J, 2010)。換言すれ
ば韓国社会において国家と企業の関係は国家による一方的な支配関係から共生と競争の関係
へ、それから企業が優位になる時代に変貌してきた。この 20 年間財閥による経済力の集中
と依存度が持続的に深化してきた。ブルームバーグは 2014 年にサムスン、現代車、SK、
LG などの 10 代財閥の売上規模は韓国 GDP の 84％だと報道した。特に特定企業による依存
度はかなり高くて 2015 年 IMF の調査によるとサムスン電子の売上高 1959 億万ドルで韓国
の名目 GDP である 1 兆 4169 億ドルの 13.83％を占めた。イギリスの BP が 12.01％、ロシア
のガスプロムが 7.97％、フランスのトータルが 7.45％でそのあとを続いた。もちろんサムス
ンが海外での売り上げが高いので GDP とは直接比較はできないが、どれほど韓国経済に影
響力を持っているのかは分かる。このように企業における正当性も韓国経済の大半を大企業
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が占めることになり、いつの間にか企業の正当性に関する議論も主に大企業の正当性に対す
る議論に移行した。その中、トリクルダウン効果は大企業中心の韓国経済を正当化に最も大
きく貢献したといえる。先述したよう政権交代が行うたびに企業側は経済政策の方針を民間
主導、特に大企業が中心に経済成長を企てた。しかし経済が成長して GDP が上がっても国
民としては全然経済が改善されたと実感できなかった。2016 年 OECD 幸福度調査をみると
韓国の幸福度は 28 位で 2014 年 25 位から落ちる一方である。OECD の労働指標を通貨危機
だった 1997 年と比較してみると雇用率は 63.7％から 66.1％に上がったのにも関わらず 17 位
から 20 位に落ちた。失業率 2.7％から 3.8％で 2 位から 3 位であり、上位を維持したように
みえるが非経済活動人口が 31.3％で他の OECD 国家(日本 23.1％、イギリス 21.8％、スイス
16.1％)より高いからである。実際就職の指数ともいえる青年層の失業率は 8.6％で OECD
平均の 3 倍である。また労働時間も年間 2069 時間(31 位)を超えるほど OECD 平均を 300
時間以上超過し、ずっと下位圏を維持した。年間平均賃金の場合も 1997 年 2 万 5 千 638 ド
ルから 2016 年には 3 万 2 千 399 ドルまで上がった。しかし、OECD 平均にはまだ至らない
のである。問題は通貨危機以降 GDP が 7 千 76 億ドルから 1 兆 8 千 320 億ドルで 2.5 倍以上
増加し、経済規模は 9 位を記録したが労働に関する指標は改善されてないことが分かる。経
済が成長しても国民の大半数を占める労働者の生活は改善されてなくてどんどん所得格差も
広がるばっかりであった。つまり企業が成長しても実際に我々生活の質は変わらなくてトリ
クルダウン効果が無用だという認識する韓国人が多くなり、トリクルダウン効果で自分たち
の正当性を訴えてきた大企業は結局世論から攻められるようになった。また企業がトリクル
ダウン効果という嘘をつけて財を蓄積し、我々はただ利用されたと不信感まで国民なの中で
は生じた。 
 
第 3章 韓国におけるオーナー経営者及びオーナー一族の不祥事問題 
韓国ではカプジル(갑질)という言葉がある。カプジルは갑(甲、強い立場)と질(行為を表
す接尾語)を合わせた造語である。甲乙関係の辞典的意味は契約関係において契約上の相手
を表現する言葉であるが、最近韓国では様々な社会現象を通して甲と乙の関係での優位から
自分が持っている立場、権力など相対的に弱い人に横暴や高圧的な態度など意味するに変貌
された。いわゆる甲が乙に行う不当な行為をまとめてカプジルという。韓国のネット上では
甲の力を表した「スーパー甲」や「ウルトラ甲」という意味の言葉も登場している。カプジ
ルを日本語で表現するならば、クレーマーやパワハラといった言葉が当てはまるだろう。
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2014 年に起こったナッツリターン事件が典型的な事例で現在は不祥事問題をカプジル論難
と呼ぶようになった。今は力関係で不当な待遇をされる場合、どこでも使えるような一般的
用語にもなったが、そこには社会の両極化及び不公平への不満や怒りが含まれていて現在韓
国社会をよく表す言葉でもある。またカプジルとともに炎上した言葉が金のスプーンである。
Born with a silver spoon in one’s mouth という西洋のことわざから由来して銀のスプーンを
借用し、それより上の階級である金のスプーンとその下の階級である土のスプーンという造
語を作った。いわゆるスプーン階級論とも言われるこの言葉は個人の努力より親から引き受
けた富で人間の階級が決まる、つまり貧乏の悪循環は乗り越えられない社会不平等を告発す
る自嘲的な造語である。これは社会の階層移動が難しくなったことも反証することでもあり、
貧富の格差に疲れている若者の気持ちを代弁する言葉でもある。 
この造語が浮上した原因には先ほど述べたナッツリターン事件が代表する不祥事問題であ
る。いわゆるオーナー経営者は金のスプーンを銜えて生まれた人たちであって、彼らは自分
が持っている財力や権力などを用いてカプジルといったパワハラを行うのである。換言すれ
ば金のスプーンのカプジル問題が近年続々発生しているオーナー経営者による問題である。
貧富の格差につかれている国民に対して彼らはただ良い親を出会っただけでやりたい放題だ
と思い、その敵対心が反企業的感情にもなる。また企業活動そのものがオーナー一族のため
の活動として思われることもしばしばある。ここでは近年に生じたオーナー経営者及びオー
ナー一族の不祥事問題、その中で賄賂や脱税など経済的や経営的問題よりは個人の倫理的な
不祥事問題を中心に考察していきたい。まずは財閥家が起こした不祥事からみてみたい。 
 
第一節 財閥 3世における不祥事問題 
第一項 SK 
2010 年に 10 月に韓国財界 3 位である SK グループの不祥事で、SK グループ 2 代目崔泰源
会長の従妹である崔哲源氏(当時 M&M 社代表)が起こした事件である。殴り代事件とも呼
ばれるこの不祥事は大ヒット映画「ベテラン」(観客動員数 1300 万人)のモティーフにもな
って世間の注目を集めた。その当時 M&M 社は M&A で会社を買収し、その過程で雇用継
承問題があった。その中一人(ユ氏)が M&M 本社前で一人デモを行っていた。M&M は運
輸労働者に貨物連帯の脱退とその後も加入を禁止する条件で雇用継承契約書を作成するよう
強要してきたが、当時ウルサン支部タンクローリー支部長のユ氏はこの条件を拒否し、会社
から解雇された。その後失業者になったユ氏は自分のタンクローリーを買い取るという
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M&M 社の連絡を受け、契約のために竜山事務所を訪ねたところ、崔哲源氏からアルミニウ
ムバットで 10 発余り殴られた。崔哲源氏は「1 発につき 100 万ウォン」と言ってユ氏に暴
行した。ユ氏がだいぶ苦しむと「今からは 1 発につき 300 万ウォン」と言って 3 発をさらに
殴った。崔哲源氏はユ氏の口にチリ紙をくわえさせ、肉片が落ちるほど拳で顔を殴ったりも
した。この過程を 7～8 人の会社幹部が見ていたことが伝えられ、さらに衝撃が広がった。
崔哲源氏はこのように無差別暴行を加えた後、ユ氏に二つの契約書を交わした。一つはタン
クローリーを 5000 万ウォンで買い取るという契約でもう一つが「殴り代 2000 万ウォン」と
いうことだった。ユ氏は事件が発生してから 1 ヵ月後に告訴した。当時 1 審では崔哲源氏に
懲役 1 年 6 カ月を宣告した。しかし 2 審では原審を破って執行猶予 3 年と社会奉仕 120 時間
を宣告した。この日崔哲源氏はすぐ釈放された。崔哲源氏に対する判決が 2 審で大幅に減軽
したことに対して当時メディアは“前代未聞の殴り代事件に対して裁判所があまりにも寛大
だった”と報道した。東亜日報は 2 審の初公判にすぐ執行猶予を宣告し、釈放したことはほ
とんどの弁論を終結した後、1，2 週間の時間を空けて宣告日を決めてから判決するのだが、
このようにハイスピードで裁判を終わらせるのは異例だし、財閥家が起こした問題で世間の
注目度を考えると極めて異例な判決だと語った。 
判決で事件が一旦終わったように見えたが、崔哲源氏が代表として勤めていた M&M 社
は殴り代事件が起こる 3 カ月前である 2010 年 7 月にユ氏に対して業務妨害、交通妨害、名
誉棄損、脅迫などの容疑で告訴していた。殴り代事件後、名誉棄損と脅迫は取り下げたが、
業務妨害と交通妨害の容疑は残っていて当時ソウル中央地方検察庁刑事 4 部長だったバク・
チョル部長検事が 2011 年 3 月にユ氏に対して業務妨害と一般交通妨害の疑いで在宅起訴し
た。バク・チョル部長はその件が終わった頃に辞表を出し、その後 SK 建設の専務取締役倫
理経営部門長として就任した。現在も SK ケミカル及び SK ガスの倫理経営部門長を勤めて
いる。もちろん当時バク・チョル部長の迎え入れは波紋を呼んだが、SK 側は倫理経営を強
化するためだと語った。実はその前からは他の訴訟もあったため、検事出身を採用していた
こともあり、法界に対する影響力と PR 力でよく収めた事例とも言える。しかし 2015 年に
この事件をモティーフにした映画「ベテラン」が公開することにより、改めて世間の注目を
浴びた。映画「ベテラン」は反企業的感情を代弁する映画にもなり、その後大企業と政界の
問題を指摘する映画が次々と公開した。ただこの事件 SK 側が事件を収めるためにかなり活
動をしたこともあり、まだ SNS が現在のように使われていなかったため、事件は拡散され
ず終わった。またいわば SK の本家ではなく分家が起こした事件だったので多少は名分が足
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りなかったとも言える。 
 
第二項 大韓航空 
ピーナッツリターン事件と呼ばれるこの不祥事はガーディアン紙も「ピーナッツの怒り
(nuts-rage)で調査を受けている大韓航空の役員」と報道するほど国際的注目を集めた話題
である。この事件は大韓航空で有名な韓進グループの 2 代目の趙亮鎬会長の長女である趙顯
娥氏(当時副社長)が 2014 年 12 月 5 日にニューヨーク発の大韓航空のファーストクラスでマ
カダミアナッツの袋を開けず入れたまま提供した客室乗務員のサービスを問題と指摘して機
内で土下座を強要するなど大騒ぎした後、離陸のために滑走路に移動中の航空機をリターン
させて客室の責任者であるパク事務長を機内から降ろした事件である。趙亮鎬会長には二人
の娘と一人の息子がいて、もちろん後継者は長男の趙源泰氏が有力視されたが、長女の趙顯
娥氏も 2014 年趙源泰氏と同時に副社長になるほど実は事件の前までは二人の後継者対決構
図がより苛烈している最中だった。 
趙顯娥氏のこのような行動で当時同じ便に乗っていた 250 人の乗客を 20 分ほど待たせて
しまった。メディアの報道によると乗客が遅延したことに対して謝罪を求めたが大韓航空側
は誤魔化したようだ。一旦この事件が終わったように見えたが、社内向け匿名 SNS サービ
スである Blind に趙顯娥氏が乗っていた航空機の乗務員と思われる匿名の人が掲載すること
により事態は止めることができなく様々なメディアや SNS に拡散された。特にゲートから
離れた航空機が再びゲートに戻ってくるランプリターンは航空法に触れる問題についても国
際的に大騒ぎになった。このランプリターンが問題とされ、この事件名をピーナッツリター
ン事件と名付けるようになった。 
しかし、大韓航空はこの大騒ぎにも関わらず趙顯娥氏を擁護することはもちろん責任を乗
務員に転嫁する謝罪文を発表して問題をより悪化した。これにより趙顯娥氏はこの事態に対
して責任を持って副社長から辞退すると決定したが、それも嘘として判明されてまた論難を
加速化し、結局は副社長職から退いた。趙顯娥氏は市民団体「参与連帯」から航空法及び航
空保安法違反などで告発されることにより国土交通部とソウル西部地方検察庁の調査が始ま
った。しかし、国土交通部の調査中、大韓航空側が乗務員などに嘘の陳述を強要したことが
発覚されて問題はより悪化させた。結局 2014 年 12 月 30 日に趙顯娥氏が航空保安法上、航
空機安全阻害暴行罪と航空保安法違反などの罪で逮捕された。最終的には趙顯娥氏の疑いは
有罪と認められ、懲役 1 年が実刑判決された。 
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この不祥事は勝手に航空機をリターンさせる前代未聞の事件として大きく注目を浴びたが、
実は反企業的感情においてはこの事件は二つを示唆している。一つ目は以前から財閥 2 世、
3 世による不祥事問題はあったが、この事件により同族経営そのものに対する批判が一機に
爆発したことである。航空機を含めた会社を私有財産としてまた従業員をまるで奴隷のよう
に扱う態度をみて韓国人はかなり怒りを感じた。この事件により財閥家に対する倫理問題が
メディアをはじめ社会が注目するようになり、財閥家に対する倫理的責任がかなり厳しく求
める風潮ができたともいえる。またこれまでメディアがもみ消した不祥事問題も Blind とい
う匿名 SNS サービスにより広まったため、メディアも積極的に財閥 2 世、3 世による不祥
事を報道するようになった。換言すればこれまで同族経営において暗黙的に許された行為が
水面の上に上がってきて問われるようになったとも言える。ただ既存のオーナー一族はそれ
が自覚できずこういった行為を繰り返すことにより、国民と企業との割れ目が広まった。二
つ目は大韓航空側の事件の対応問題つまりリスクマネジメントの問題である。大韓航空はこ
れが SNS 中心に拡散されたのにも関わらず、既存のメディアを使って趙顯娥氏の責任回避
を誘導したり隠蔽したりしたが、そのたびに大韓航空の動きがばれてしまい、事態をより悪
化させた。またこの事件は一個人に対する怒りよりは財閥 3 世たちの傲慢な行動いわばカプ
ジルに対してこれまで貯まっていた国民の反企業的感情が爆発したきっかけにもなる。それ
なのに大韓航空側は“マニュアルをちゃんと守らなかった”など責任者として趙顯娥氏の行
動は正しいという態度を維持した。例えば最初の謝罪文もオーナーを保護ためであって再発
防止の対策や解決案などはなかった。謝罪文というよりは自分たちの弁論に近かった。この
早期対応の判断ミスで事態を抑えるよりはむしろ触媒になり、前代未聞の事件として記録さ
れてしまった。 
 
第三項 デリムコーポレーション 
デリムコーポレーションは韓国財界ランキング(総資産規模)19 位でデリム産業を中心に
建設業や石油化学業を展開している企業である。この不祥事はデリムコーポレーションの 3
代目であるイ・ヘウク副会長が起こした事件で最近最も頻繁に起こる自分の専属運転手に対
する暴言及び暴行事件である。日本の豊田真由子議員の不祥事と基本的には同じであるが、
イ・ヘウク氏は常習的に行ったこともあり、これまでの専属運転手が相次ぎ告発したことに
よって事態が広まった。しかもイ・ヘウク氏用の遂行ガイドマニュアルもちゃんと作られて
いたが、それの内容も問題になった。 
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このマニュアルには「心ならずも過激な言葉を使っても決して本当だと思ってはいけませ
ん」、「失言する場合もそのまま受け入れてストレスになってはいけません」など非人格的
な待遇でも耐えなければならない内容が含まれていた。会社側は専属運転手の採用の際に多
少激しい言葉を耐えればのちほど迂回して感謝を表現すると説明したが、実際に言葉でもも
ので表現されたことはないと専属運転手は証言した。また「業務遂行運転知識及び要領」に
は車線を変更する場合、サイドミラーで確認することより体と頭を後席のガラスまで振り向
いて確認をとって車線を変更すべきであると書いてあってその下にサイドミラーを畳んで走
行する練習が必要だと書いてあった。専属運転手がサイドミラーなしで運転した証言を裏付
けた。他にも走行中にエチケットでハザードランプを付けるなど行為はしてはいけないこと
や隣の車線から入れないように前の車との間隔を最小限にするなどかなり難しくて詳細な運
転マニュアルが書いてあった。 
ある運転手の証言によると 2015 年に交代された専属運転手が 40 人に至るそうである。ま
たサイドミラーを畳んで走行するのは当たり前でサイドミラーがないから左右に確認に気を
使ってしまうとハンドルとブレーキには多少集中力が落ちてしまい、そのたびにイ・ヘウク
氏は暴言を浴びさせたようだ。それからイ・ヘウク氏は人を紙コップのように人を捨てるよ
うで、現在も専属運転手がいても募集をしていて、最終面接には面接される運転手が運転席
に、既存の専属運転手が助手席に、イ・ヘウク氏後席に座って評価して気に入ったらその場
で既存の専属運転手を首にするのである。しかも場所を問わず首にするので道路の真ん中か
ら降りられることもある。 
イ・ヘウク氏はメディアに報道された二日後に記者会見で謝罪をし、最終的には罰金刑で
終わった。デリムコーポレーションが B2B 企業でもあり、財閥グループでは多少ランキン
グが低くて SK や大韓航空より国民の関心が少なかったこともあり、事態は他の事件より早
く収まった。しかし、この事件によりこれまで暗黙的に行われた専属運転手に対する非人格
的行動が世間に知られることになり、専属運転手や秘書への暴言や暴行事件が明らかになる
きっかけとなった。またそのたびにこの事件が前例として語り続かれている。 
 
第四項 ハンファグループ 
ハンファグループは 1952 年韓国火薬から始まり、今は 10代韓国財閥の一つとして製造・
建設、金融、サービス・レジャーなど 3 代事業部門を中心に展開している。最近においては
Q セルズやサムスン系の石油化学企業の買収に成功し、ますます成長を続けている企業で
22 
 
ある。2016 年基準に売上規模が約 4 兆 7 千億円で韓国を代表する企業にもなった。今ハン
ファグループを 2 代目である金昇淵会長が率いている。実はハンファには約 10 年前から暴
行のイメージが強いのである。なぜならば 2007 年に起こした報復暴行事件である。次男が
飲み屋で隣のお客さんと喧嘩が起こって怪我したことに対し、 金昇淵会長は怒って自分の
警護員とヤクザを動員して自分の息子を殴った 4 人を清溪山（チョンゲサン）ふもとの工事
現場に連れて行って自分が直接暴行を行い、鉄パイプまで使った。この事件により金昇淵会
長は懲役１年６ヵ月で執行猶予 3 年、社会奉仕命令 200 時間を宣告された。金昇淵会長は裁
判所で疑いを認めながら“検事さん、ボクシングをちょっと知っていますか”と話しながら
ボクシングをするような振りもしたため、ヤクザのイメージが根付いてしまい、ハンファの
企業のイメージも暴行のイメージが根強くついてしまったのである。その後も色々世間の噂
になることも多かった。 
その中、金昇淵会長の三男の金ドンソン氏が 2017 年に 2 回も暴行事件を起こした。実は
2010 年にもホテルのバーの従業員を暴行したこともある金ドンソン氏は 2017 年の 1 月にソ
ウルの清潭洞（チョンダムドン）の飲食店で、泥酔状態で従業員を殴るなど暴れ回った容疑
で逮捕された。1 月にはまだ崔順実ゲートで韓国情勢がかなり揺れていた時期でもあったが、
金ドンソン氏は崔順実氏の娘のチョン・ユラ氏とアジア大会馬場馬術団体戦でともに金メダ
ルをとったこともあってより炎上された。それにも関わらず金ドンソン氏は 9 月には韓国の
大手法律事務所の弁護士親睦会に出席し、泥酔状態で複数の弁護士のほおをたたいたり髪を
つかんだりした。この法律事務所はハンファグループとオーナー家に関する法律業務を行っ
ているとされ、金ドンソン氏は暴行に加え、“株主様と呼べ”、“敬語を使え”などとカプ
チルのような発言もした。この事件で世論はかなり大騒ぎにしたにも関わらず暴行された弁
護士を含め法律事務所側もハプニングとしてみなし、事態が大きくなるのを求めなかった。 
金ドンソン氏の事件は他の不祥事と多少異なることは会社との関係性が薄いことである。他
の不祥事も個人の問題から生じたものの、企業の財産を私有財産として思って行った行動で
あり、また業務上で生じた事件ともいえる。もちろん金ドンソン氏がハンファの所属でもあ
り、金昇淵会長の息子ということは変わらないが、今回はあくまでの個人の人格問題として
捉えられる。多少飛躍あるが、個人の問題を企業の問題として捉える傾向が高まっていると
も言える。 
 
第五項 財閥 3 世における不祥事問題 
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ここまで財閥 3 世が起こした主要な不祥事を挙げてみた。先述したように近現代過程の中
で韓国経済は民間企業主導で成長し、財閥家は自分の勢力を固めた。富が財閥グループとい
う企業とともに財閥家にも集中することになった。上述した四つの事例は財閥 2 世ではなく
財閥 3 世により起こった不祥事だということも注目すべきである。創業者が企業を作り上げ
ることを隣でみた財閥 2世とは違って財閥 3 世は生まれてから格が違う人生だった。彼らは
ありとあらゆる優遇を受けながら生きていて、企業経営とは距離を置いたまま留学などの時
間を過ごすので韓国の社会や経済に対する理解力が欠けている。実際に事例で書いた 4人の
中では本家ではないため後継者ではなかった SK の崔泰源氏以外は全員が米国大学で卒業し
た。また財閥 3 世は入社後、5～6 年で役員になり後継者扱いをされる。それから道徳や資
質が足りなくても経営権を承継するのに支障にならないように今は財閥の経営権の世襲が当
たり前のように思われているので今後オーナー経営者になる彼らに正しいことを言う人はな
いと言っても過言ではない。その王族のような特別待遇で彼らは自分たちが特別な存在、他
人とは格が違う存在として認識、自分たちの下にいる人は自分の命令に従う臣下あるいは奴
隷みたいに扱ってしまう体系が出来上がったともいえる。企業側が反企業的感情の原因の提
供したことは確かである。 
しかも彼ら創業者また 2 世代のように企業を成長させて富を得たのではなくて生まれつき
ものである。それに対して国民は自分たちの努力ではなく、ただ親からもらった金や権力を
当たり前のようにしかも乱暴に使うことや処罰もこれまでのその企業の経済的貢献度を考慮
してかなり緩くしたのを見て韓国人は怒りとともに富の格差を広める自由主義経済システム
に対して懐疑的になった可能性も十分にあり得る。またこれまで近現代過程の中で企業や財
閥家の違法、便法、脱税、政経癒着などですでに疲れていた韓国人は次のオーナーつまり将
来その企業のリーダーになる人が道徳的な問題があることをみると当然ながら不信感がより
湧いてしまうのである。またこのように世襲が当たり前だとすれば彼らは潜在的に企業を代
表する存在なのでただ一人の個人ではなく、企業と同一化して思われるのである。だから彼
らの行動は個人の問題ではなく企業の問題としてとらわれ、それが反企業的感情の原因にも
なってしまうのであろう。サムスン、LG、SK など韓国を代表する財閥はほとんどが 1990
年代に世代交代し、財閥 2 世に世襲された。2 世たちが就任してから 20 年以上時間が過ぎ
たので 2 世たちの年齢も上がったし、もうすぐ 3 世への転換期に訪れると予想されているの
で 3 世が韓国人に反感を買ってしまい、反企業的感情が高まっていることは今度承継作業に
おいて問題になるのに違いないだろう。 
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第二節 2010年以降の主要な不祥事問題 
先述した SK の崔哲源氏や大韓航空のピーナッツリターン事件がトリガーになり、世論が
財閥家や企業家の倫理に対して注目するようになった。また既存のメディアがもみ消したり、
流したりした事件も最近は SNS 上で拡散されるため。報道せざるを得なくなった。それに
より世論が強く形成されたとも言える。2010 年以降オーナー経営者やオーナー一族の不祥
事問題をみてみると従業員に対した暴言、暴力事件がよくメディアに取り上げられた。ピー
ナッツリターン事件はランプリターンという非常識的行為が話題性を集めたのだが、はじま
りは従業員に対する傲慢な態度や暴言からである。またデリムコーポレーションのイ・ヘウ
ク副会長の不祥事が代表的な専属運転手に対する問題としてよく取り上げられている。イ・
ヘウク副会長以外にも 2015 年に韓国国内では長寿企業であり、蒙古醤油で有名な蒙古食品
のキム・マンシック会長が自分の専属運転手に常習的暴行を行ったことが発覚されたことか
ら、2016 年には現代家の 3 世である現代 BNG スチールの鄭日宣社長もデリムコーポレーシ
ョンのイ・ヘウク副会長と同じく A4 の 140 枚ほどの非人格的マニュアルを作った。暴行や
暴言をすることは当然であり、“豆腐を買ってくるのに遅れてしまった”のような理由で 
専属運転手はマニュアルを守れなかったと減俸された。また 2017 年には大手製薬会社であ
る鍾根堂の李章漢会長が専属運転手を“嫌なら辞めちまえ”、“俺がおまえに給料を払って
いる。忘れるな”などと罵倒した声が録音されたものが公開され波紋を呼んだ。とりわけ専
属運転手に対する暴言、暴行が頻繁に行われることに対して神経精神科医師は平常時には他
人の視線を意識して表現しなかったが、車のようなプライベート空間では自分に対する検閲
を放してしまい、より自由に怒りと感情を吐き出す傾向があり、しかもカラスに隠されてい
るので行動はますます自由になれると語った。他の神経精神科医師は他人と比較して自分の
地位が相対的に高いという事実を確認しながら快感できることが承認欲求であり、専属運転
手に対する暴言や暴行も一種の承認欲求中毒であると語った。また自動車の中での間欠性爆
発性障害を研究した Emil Coccaro 氏によると車の中では強力な権力意識と結合される独特
な心理的効果があるので過度に怒りとして表出されてしまうのである。しかし、驚くことは
専属運転手側も暴言や暴行を淡々と受け入れることである。炎上された企業は企業名が知ら
れている会社なので世間に注目されただけで中小企業レベルでも暴言や暴行は頻繁に行って
いる。例えば鍾根堂の会長の不祥事が報道された時も専属運転手コミュニティでは内容が、
自分がされていることとあまり変わらないので驚かないというコメントが続いた。それなの
に告発せずやり続けるのは結局需要と供給が合わないからである。専属運転手のポジション
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が一つ空いたら 100 人ほどが殺到するぐらいなので専属運転手たちも家計を考えると簡単に
はやめられない状況である。当然買い手市場では雇用主のパワーが強くなり、暴言や暴行が
暗黙的に許されてしまったのである。 
もちろん運転手以外も飲食店の暴行もある。2016 年に鉄鋼大手の東国製鋼会長の長男チ
ャン・ソンウク取締役がソウル市内の飲食店で酒に酔い、支払いをめぐって店員と言い争い
になり、店内にあった洋酒の瓶を割ったり、投げたりした疑いで立件されたこともある。 
またフランチャイズを展開している企業の不祥事問題は実際に加盟店の方がより深刻な影
響を受けることも注目すべきである。2016 年、ピザチェーン「ミスターピザ」を展開する 
MP グループの鄭又鉉会長は飲食店で夕食を食べて出ようとしたところ、ビルのシャッタが
閉まっていることを理由で 50 代の警備員を暴行した疑いで罰金刑を受けた。その後ソウル
中央地検による捜索で、フランチャイズ加盟店へのチーズの納入業者に親族企業をねじ込ん
だり、グループから独立したピザ店の近くに新規出店してつぶしにかかったりしたとの強圧
的な行為が発覚され、現在は公正取引法違反の疑いで鄭又鉉会長は逮捕されてしまい、MP
グループの株式は取引中止の状態で上場廃止の可能性も高いのである。また 2017 年にチキ
ンチェーン「ホシギ 2 羽チキン」のチェ・ホシク会長はソウルのある日本料理店で自分の会
社の 20 代女性職員と食事中に不適切な身体接触をし、該当女性職員をホテルに強制的に連
れて行こうとしたセクハラ容疑で告訴された事件もある。必死に逃げ出す女性の CCTV 映
像が公開され、世間の注目を集めて不買運動まで起こった。 
両社とも打撃は深刻でミスターピザは不祥事の報道後前年度と比べ売上高が 60％減少、
ホシギ 2 羽チキンは報道後前年度と比べ売上高が 40％減少した。ミスターピザの場合は急
な経営難により 1 年の間 410 店舗の中で 60 店舗が廃業することになった。 
他にも韓国ピジョン会長の前社長暴行依頼事件やブラックヤクの会長の航空会社従業員を
新聞紙で殴った事件、 李健熙会長の売春ビデオ公開など多少企業が小さかったり、他の大
きい事件により流されたりした不祥事も多いのである。また本論文では扱わない崔順実ゲー
ト事件によるサムスン問題やロッテの不正請託、暁星の裏金問題などの政経癒着や経済犯罪
もたくさん起こっているのであろう。 
 
第三節 韓国におけるオーナー経営者及びオーナー一族の不祥事の社会問題 
これまで不祥事を起こしても軽い処罰で終わったため、企業側も危機意識がなかったが、
今はもはや企業も存続に関わる問題となっている。上述したようにミスターピザの MP グ
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ループやホシギ 2 羽チキンは不祥事により不買運動が拡散され、業績にもかなり悪影響を受
け、 MP グループの株は取引中止となって上場廃止の可能性が高まっている。醤油メーカ
ー蒙古食品も売上が半分となった。不祥事が起こるたびに不買運動が起こり、検察から捜査
を受けて罰金などを受ける。ただ直接悪影響を受けるのは不買運動に弱い B2C や市場で強
い支配力を持っていない場合が多い。市場支配力が強い財閥の場合はもちろん世論からの反
発はあったものの企業にとっては株が下がる程度で収まり、売上や利益に直接的な影響はな
かったのである。しかし世論から反発で政府も動かざるを得なくなった。朴槿惠前大統領の
罷免により誕生した文在寅政権は国民の声に応えなければならなくて様々な規制をかけてい
る。循環出資の取り締まりを強化、最低賃金を 16％増加、フランチャイジーの出店制限な
どもその例である。また法人税率も米国を中心に減税政策の基調が流れる中で韓国は既存の
22％から 25％まで引き上げることを決定した。循環出資の場合は財閥の承継問題と直結す
るので企業側からみるとかなり深刻な問題である。また不祥事を起こした承継者の場合は正
当性を得て企業を率いることは難しくなるだろう。大韓航空の趙顯娥氏もその当時は有力な
後継者の候補だったが、今はすでに外された。以前は不祥事が個人問題にとして捉えがちだ
ったのが今は一つの社会問題として扱われ、社会全体が対応しているともいえる。その社会
問題として捉えることが反企業的感情でもある。企業としてもこれに対応しなければ反企業
的感情に高まり続け、外部環境がより厳しくなるのは当然なことであろう。 
 
第 4章 企業の正当性と社会的責任 
第一節 企業の正当性 
反企業的感情が高まり続ける中、企業はどうやって社会から認めてもらい、企業活動がで
きるだろうか。まず社会学ではある行為や存在が社会から受け入れられて信頼を得る条件を
説明するために正当性(legitimacy)を使ってきた。反企業的感情は企業に対する人々の一般
的な認識、信頼、評価と関わっているため、正当性は反企業的感情を分析する理論的な土台
として適格である。なぜなら正当性を得られなかった組織は存続することも発展することも
難しいからであろう。Suchman は正当性を「社会的に構成された規範、価値、新年、定義
の体系の中である存在の行為が正しくて適正であり、正当するという一般的な認識あるいは
推定」(Suchman, 1995: 574)として定義した。正当性の概念で重要な点は正当性がある対象
に対して人々が持っている客観的認識だけではなく、主観的観念と判断が含めている点であ
る(Weber, 1978; Shin. J.W, 2013)。つまり反企業的感情のように人が企業に対する漠然とし
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た主観的な認識と反感を正当性の視覚から接近できる根拠もここにある。企業の存続のため
に正当性を確保することはとても大事である。社会の組織として企業は環境から孤立されて
存続できないし、生存のための資源も外部から調達する。企業が生存と成長のため外部環境
に依存する資源はもちろん物質、技術的なものに限らない。企業の存在が社会から正当であ
ると認められなければならないし、企業の活動と行為が社会的信頼を得なければならない。
正当性を失った企業は組織の存続に必要なものを外部環境から物質的、技術的資源を安定的
に確報することが難しくなるのは当然で、組織内の構成員から支持を引き出すことも難しく
なる。こういう点で正当性は組織の生存においてとても大事なものである(Meyer and 
Rowan, 1977; Suchman, 1995; Scott, Ruef, Mendel, and Caronna, 2000)。換言すれば反企業
的感情は企業という組織が直面している正当性の危機とも言える。反企業的感情では企業が
社会の構成員から正当性を失った状態を意味するかもしくは企業が正当性を失ってしまった
結果で社会の構成員が企業に対して感じる反感であると理解できる。当然企業は正当性を失
えば失うほど企業に対する反感や不正的な認識が増加するのであろう。 
 
第二節 企業における社会的責任 
企業の正当性問題の観点を少し変えて社会的責任から考えていきたい。まず社会的責任を
語る前に責任の意味を考える必要がある。一般的に責任の三つの意味で使われる
(Goodpaster & Matthews, 2000)。一つ目は能力(Capacity)に基づいた責任である。言い換
えればある人がある仕事を遂行できる能力があればその人はそのことに対して責任があると
いう。例えばある人がある分野の専門的な知識と技術を持っていればその人は自分の仕事を
やる責任がある。この意味を企業の社会的責任に適用すると社会の一員として企業は十分な
財と資源を持っているため、より良い社会のために働く責任があると解釈もできる。二つは
因果関係(Causality)に基づいた責任である。つまりあることを起こした人はそのことに対
して責任があるということで、公害を発生させた企業は環境の改善に責任を果たさなければ
ならないことと同じことである。最後に役割(Role)に基づいた責任である。例えば教授は学
生に教えることと研究を行う責任があるように企業は消費者が求めるニーズを満たす適切な
商品とサービスを提供する責任がある。このような観点からみると一つの次元に責任を概念
化することは難しい。ただ一つ言えるのは企業が社会から離れた主体ではなく、むしろ社会
の中で存在する客体であるということだ。だからこそ社会から正当性も問われるのであろう。 
これまで企業の社会的責任は様々な側面で研究されてきた。60, 70 年代の様々な社会的責
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任に対する見解(Bowen, 1953; Davis, 1973; Mason, 1960)を統合した Carroll(1979)は企業に
おける責任を四つの分野に分けて定義した。つまり経済的(Economic)、法的(Legal)、倫理
的(Ethical)そして慈善的(Philanthropic)責任を果たさなければならないと主張した。一方
で Clarkson(1995), Donaldson & Preston(1995)は責任の対象について企業の社会的責任を
定義した。彼らは企業が社会全体に対して責任を負うのではなく、企業の行為による影響を
受けるまたは企業の行為に影響を与える利害関係者に対して責任を負うべきだと主張した。
しかし多くの利害関係者のインターセクションを探ることは現実的に難しいことであるため、
利害関係者からアプローチは限界がある。反企業的感情においては反企業的感情が特定集団
によるものではなく一種の社会現象であるとしたら、社会全体の考慮する Carroll の定義か
らのアプローチが正しいと考えられる。 
 
第三節 Carrollの CSRピラミッド 
Carroll(1979)によると経済的責任とは企業が経済の主体として消費者が満足できる財と
サービスを適切な価額で提供して企業は成長と雇用を増大させて、それにより投資家が満足
できる利益を創出し、さらに進取的な経営で国家の経済的状況を増進することである。それ
から法律的責任とは企業が経済活動をしていく中で、社会が定めて法的な規定を充実に遵守
することで、製品生産が法的基準に合わなければならないし、雇用と業務が法に従って行わ
なければならない。また他の企業に対する契約的責任も守ることである。倫理的責任とは法
では定められていないが、企業が社会の構成員として求められる及び禁じられている行動や
習慣を含めている。すなわち企業が意思決定の際に自分たちの意思決定が社会における倫理
基準または今後影響までを考慮しなければならない。慈善的な責任とは企業が直接的な見返
りを求めず自社の物質的及び人的資源を自発的に社会発展のために支給することを意味する。 
特に Carroll(1991)ははじめにすべての基盤となる 1 段階の経済的責任、そして経済的責
任と当時に果たさなければならないと期待されることとして、法律に違反していないかどう
かを図るため、2 段階の法的責任を挙げた。その次に公正さや利害関係者を考慮して行動す
る 3 段階の倫理的責任、最後には企業は良い企業人であるための 4 段階の慈善的責任が一つ
のピラミッド体系になっていて下位段階の責任を果たさない限りでは上位段階の責任を果た
せないことを強調した。彼の主張によると下位の 3 段階を果たさなくてはいくら慈善的な寄
付活動をしても社会の構成員からその動機を疑われてしまうので、それによる肯定的な効果
を得ることができない。慈善的責任は企業が必ずしも果たさなければならない責任ではなく、
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任意的責任(discretionary responsibility)だと語った(Carroll, 1991)。 
 
図表３：The Pyramid of Corporate Social Responsibility 
 
出所: The Pyramid of Corporate Social Responsibility : Toward the moral management of organization 
stakeholder, Archie B. Carroll(1991)  
 
第四節 韓国企業の社会的責任の乖離 
韓国の全国経済連合会(以下、全経連)によると韓国企業の社会貢献に対する支出が 2006
年 1 兆 8,048 億円から 2015 年 2 兆 9020 億円まで約 60％増加した。2015 年の対売上比は
0.2％で米国(0.11%)や日本(0.09%)より二倍近く上回っている。グローバル金融危機など対外
環境により米国や日本企業は社会貢献活動の規模に対して調整期を経ったが韓国企業は経済
状況と関係なく社会貢献活動の規模を増やし続けてきた。全経連の 2015 年の調査に応答し
た 255 社の中で 45 社は経常利益が赤字だったにも関わらず社会貢献活動を続けたこともそ
の延長線上で考えられる。その背景として一つは企業の社会貢献活動消費者に対して企業の
イメージを向上させ、さらに企業の競争力を高めることができるからである(Porter & 
Kramer, 2002)。産業政策研究院と東亜日報が 2013 年から CSV ポーター賞を設けたり、各
大企業が CSR 委員会や社会貢献チーム以外に CSV チームを設置したりするほどポーターの 
CSV 理論が企業に浸透された。しかしそれでも反企業的感情が根強いということは慈善的
責任の以前の下位段階での問題がある可能性が高い。 
Lee, H.J. & Park, J.C.(2008)は韓国社会も Carroll(1979)が提示した通り各段階の果たさな
い限り、いくら慈善的責任活動をしても意味がないことを明らかにした。企業は自分の利益
を追求するための活動をしながら当時に社会と個人にも利益が配分できるような経済的、法
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的、倫理的、慈善的責任をバランス持って行う必要がある。逆に言えば 韓国企業は高い水
準の社会貢献活動を行っているにも関わらず反企業的感情が強いということは下位段階の責
任がまだ果たされてないともいえる。つまり慈善的責任のための活動を行っても非倫理的で
透明性が欠けているとみなしている可能性が高い。しかも崔順実ゲート事件、崔が私物化し
ていたとされるミル財団及び K スポーツ財団への設立資金にサムスンだけではなくほとん
どの財閥が寄付したことで企業の寄付活動に対してかなり不正的認識が芽生えてしまった。 
さらにオーナー経営者及びオーナー一族の不祥事は法的責任や倫理的責任に対して問題をよ
り悪化させ、慈善的責任のための活動に対する真為(Authenticity)が疑われるだけではなく
逆効果を生んでしまった。 
 
第 5章 結論 
韓国企業は韓国社会から正当性を得られず反企業的感情という壁に直面している。しかも
先述した通り今は財閥が 2 世から 3 世への転換期なのに 3 世たちが続々と不祥事を起こして
いる。今後承継者になる人たちの不祥事は彼らの承継への正当性にもかなり傷つける行為で
あり、より反企業的感情を高めたともいえる。それが理由の一つとして今は財閥解体を始め、
同族経営より専門経営者を取り入れるべきだという意見が強まっている。財閥が中心となっ
た同族経営に対して韓国社会が疲労を感じていることは確かであろう。しかし、専門経営者
が本当に対案になるとは限らない。 
まず言及したことは同族経営である。韓国だけで多い企業形態ではなく、同族経営が経済
活動に占める比率が高いのは、多くの国で共通することなのである。例えばフォーチュン・
グローバル 500 の中で 37％が同族経営である。しかも同族経営は非同族経営より業績も良
いと言われ、ランダ・エラスムス大学のマルク・ファン・エッセンら 4 人が 2015 年コーポ
レート・ガバナンス: アン・インターナショナル・レビューに発表した論文では、過去に発
表された 55 本の実証研究をまとめたメタ・アナリシスによって米国の上場企業では同族企
業のほうが非同族企業よりも業績が良いという総合的な結論を導いた。 
もちろん専門経営者は代理人(Agent)として最も専門性の高い人が雇われる可能性が高い。
しかし長期的な観点からみると同族ほど経営に専念するとは限らないだろうし、官僚化され
やすくて短期的経営に落ちやすくなる。起業家精神を持ち、リスクを負って挑戦すべき状況
でも意思決定を回避し、短期的な利益を追求してしまって長期的には企業に悪影響を可能性
も高いのである。 
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しかし韓国の企業、特に財閥家の事業承継には問題があるように見える。財閥 3 世の不祥
事問題でも言及したように財閥 3 世は生まれつきでありとあらゆる特権を持ちながら長い間
の留学で韓国から離れてしまい、韓国社会に対する理解が全くできてない中、すぐ役職に務
めるのである。また道徳や資質が足りなくても経営権を承継するのに支障にならなくて経営
権の世襲が当たり前のことにされているのである。彼らの特権意識による不祥事は韓国人に
反感を買ってしまい、反企業的感情が高めた。不祥事を起こした人たちには承継の正当性が
ないこと当然でありながら財閥 3 世へ世襲そのものが問題とされる。サムスングループの李
在鎔副会長の問題もその一つの事例である。 
多くのメディアがこういった反企業的感情と不祥事問題、また財閥 3世の世襲問題を扱う
際に改善策としてよく挙げられるのは起業家精神である。起業家精神を一言でまとめること
はできないが、未来を予測できる洞察力と新しいことに大胆に挑戦する革新的が精神であり、
企業の正当な利潤への追求と社会的責任の意味まで含めているとすれば今の問題を解決する
ためには起業家精神は必要であろう。 
しかし、韓国はむしろ起業家精神が失われているのが現状である。グローバル起業家精
神・開発研究所(以下 GEDI)が発表によると‘2017 グローバル起業家精神指数(以下 GEI)報
告書’で韓国は世界 137 ヵ国の中で 27 位である。数字だけでは悪くないように見えるかも
知れないが、詳細を見ると深刻である。OECD の 34 ヵ国の中では 23 位で中下位であり、
韓国より上位を占めた国の中で韓国より GDP を上回ったのは米国、イギリス、日本などの
5 ヵ国しかないのである。チリ、エストニア、アイスランドよりも劣っている。GEI は企業
の革新性と成長率、資本などの成長可能性と技術力、人的資本などの能力それから起業の機
会、文化的支援なども考慮して算出する。注目すべきなのは韓国の GEI を構成する要素の
特性である。韓国は製品の革新、工程の革新では 100 点近い点数を受けたが、機会と競争そ
れから文化的支援などでは 20～30 点なの低い点数を受けた。特に起業家精神に対する社会
からの好感度を意味する文化的支援は指数が算出し始めた 2012 年からずっと悪化している。
起業家精神でも倫理的な要素が欠けているだろう。つまり反企業的感情の原因か結果として
起業家精神指数が落ちている可能性が高い。GEDI の Zoltan Acs 代表(米ジョージ・メイソ
ン大学教授)は韓国の起業家精神はデコボコな輪(Spiky bad wheel)であり、その状況では企
業が、国の経済が前に進むことは難しいと語った。かつて起業家精神は韓国経済の成長を象
徴する言葉でもあり、ピーター・ドラッカーが世界で最も起業家精神が溢れる国として韓国
を挙げたこともある。今日の韓国には国民を納得させて正当性を得るためにも失ってしまっ
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た起業家精神を取り戻す必要があると考えられる。 
実際韓国では多くの企業が事業承継の手段として専門経営者より同族経営を選んだ。政府
が制度的に変えない以上、こういった傾向が続く可能性が高い。この状況を考慮すると同族
経営の問題点を補完する努力が必要であろう。もちろん制度的な補完も必要だが企業側の自
発的な改善も必要である。既存の事業承継では社会から正当性を得られなかったことを反面
教師にし、事業承継計画を見直す必要がある。後継者たちも自分たちに問題があっても必ず
しも後継者になれるという意識は消さなければならない。つまり事業継承が自然的に行われ
るものではなく、後継者が自ら資質を証明する必要がある。例えば外部での経験や実績で自
分を証明するかもしくは会社に入ったらと言っても意味がある成果を出して自分たちが専門
経営者より経営者として優れた資質を持っていることを証明してから経営者になるシステム
の導入が必要である。 
それから後継者たちの倫理意識を高める必要がある。彼らの長期間の留学や特権的教育が
問題だったことを考えると短期的には全経連及び大韓商工会議所などが後継者教育プログラ
ムを設置し、企業倫理や CSR の価値を教える必要がある。しかし、企業が社会の中に存在
していることを考えると同族企業の後継者たちの倫理観も社会とかみ合っていることも考え
ざるを得ない。サムスンやヒュンダイなどの財閥を非難しながら自分の子を入れたいと思う
矛盾、また財閥の場合は不祥事が起こっても声ではガバナンスを圧迫をするものの実際業績
に対しては影響が大きくないこと、すなわち言葉と行動が矛盾する国民を後継者たちは甘く
思っている可能性も高い。後継者たちは不祥事を起こして罰を受けながらも国民の声が体感
できないとも言える。つまり国民もただの非難ではなく消費者行動で彼らに直接的な影響を
与える必要がある。 
また同族経営はもろ刃の剣であることを考えなければならない。1997 年 IMF 通貨危機の
時、国内 30 代大企業グループの中、生き残った 16 社の成功要因は同族経営で、姿を消して
14 社の失敗要因も同族経営である。同族経営は長所と短所が明確な体制であった韓国企業
がこれからも同族経営を選択するのであれば同族経営の短所を補完する工夫が必要である。
それで取り上げられているのが専門経営者との調和である。つまり短期的に強い専門経営者
と長期的に強い同族経営の役割を分離して長期的意思決定が必要な企業レベルでの戦略及び
ビジネスモデルの改革は同族経営で一般的な経営管理は専門経営者体制にすることであろう。
つまりオーナーの強いリーダーシップの下に専門経営者が組織を作り上げることであり、経
営において専門性が求められる分野では専門経営者に権限移譲することである。実際韓国企
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業が成長できたのも経営管理よりは同族経営による大胆な企業戦略だったその役割及び強み
を継続しなければならない。現在、サムスン電子は李在鎔副会長が逮捕中でありながらも 
2017 年売上高が前期比 18.7%増の 239 兆 6 千億ウォン(約 25 兆 4 千億円)で、本業のもうけ
を示す営業利益は同 83.3%増の 53 兆 6 千億ウォン(約 5 兆 7 千億円)で営業利益率は 22.4%
で売上高も営業利益も過去最高を記録した。2017 年これほど業績を上げられたのは李健熙
会長の半導体への大胆な投資が花を咲いたことと会長も副会長も不在中であっても経営管理
ができる優秀な専門経営者がいるからであろう。またトヨタ自動車は専門経営者を連結ピン
(Linking Pin)として活用していることも注目すべきであろう。トヨタ自動車の歴代社長(ト
ヨタ自動車工業株式会社からトヨタ自動車株式会社)は 6 人が同族で 5 人が専門経営者であ
り、同族経営の体制を維持しながら時期によって専門経営者を活用する方法もこれから韓国
企業が参考にしなければならない事例であるだろう。同族経営を取りながらサムスンもトヨ
タ自動車も各国のトップ企業であること、両社の専門経営者活用法は他の同族企業にも参考
になると考えられる。 
企業は社会からただ資産の承継だけではなく雇用と付加価値創出を承継したとしたら企業
は社会の一つの制度として革新し続けて未来を準備しながら社会的責任とともに倫理意識が
必要である。企業が持続可能経営をしていくためにも絶えず挑戦する起業家精神は必要であ
ろう。ただ政府の規制だけでは今の反企業的感情は解決できない。政府が企業の上に君臨し
て規制が強くするとむしろ不正手段が多くなり腐敗してしまう可能性も無視できないのであ
ろう。また循環出資に対する規制は財閥勢力を圧迫するための趣旨ではあるが、企業の経営
権を弱めて、外国投機資本の接近を許してしまう結果を生み出す可能性もある。そうなると
オーナー経営者は新規事業や投資より、ガバナンスや経営権を守るためにリソースを使わざ
るを得なくなる。現在韓国に必要なことは規制による圧迫よりは企業が社会の中で企業とし
て正しく活動できる場を作り、失った起業家精神を取り戻すことである。まず大企業側から
考えられるのは大企業によるスタートアップ企業の M&A を挙げられる。これまで大企業に
よるスタートアップ企業の M&A が活性化されなかったのは持ち株会社の規制である。サム
スングループ以外(ロッテグループは現在進行中)のほとんどの大企業グループは持ち株会社
制度を導入している。現在公正取引法では孫会社を子会社化にするためには持分を 100%保
有しなければならないのである。また金産分離により企業が CVC も保有することもできな
い。つまり持ち株会社の規制がむしろスタートアップの生態系に大企業への売却という
EXIT 戦略に対して足を引っ張ってしまう結果を生み出したともいえる。過去のようにベン
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チャー自身が開発した技術で自ら企業を大きくすることも一つの方法であるが、大企業への
売却も大企業がより事業を拡大させる可能性もあり、起業家自身には売却により大金を得ら
れるのでお互い WIN-WIN であるともいえる。もちろんその代わりに起業家たちが正当な
対価を得られる環境作りも必要不可欠である。また起業家たちが成功的な売却後、その対価
をもとに改めて起業できる正のスパイラルを促すと起業家精神は向上できると考えられる。
一方で起業家精神の教育を活性化することも考えられる。義務教育の中に起業家精神の教育
を取り入れることも一つの方法である。ヨーロッパは 2006 年からすでに起業家精神の教育
を義務教育として勧告している。その他にもスタートアップの代表と予備軍に対する特化し
た教育制度やキャリア断絶の人のための教育など多様な形の起業家精神の教育も政府主導で
行われる必要がある。またアクセレーターの設立条件の緩和で成功のノーハウが共有できる
場を作ることも大事であろう。政府主導の規制だけでは何も生まれない。政府の役割は経済
が正しい方向に行けるように環境を整えることである。つまり政府は大企業が社会の中で正
しく機能するため、正当な事業承継が行われるような制度を整えるとともに新しい企業が登
場できる環境を整える必要がある。 
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